
 

第 1章  エジプトにおける地域 FTAの有効性とその決定要因  

野口勝明  

はじめに  

 

エジプトにとって、中東地域、アフリカ地域、地中海を挟んで欧州、さら

には中央アジア地域に近接するという地政学的な優位性は天賦のものである。

中東・アフリカ地域にある内陸国に比べ圧倒的な国際貿易上の優位性を与え

られていながら、十分に生かしきれていない。  

1950年代初頭にアラブの政治家やインテリなどを中心に支持されたアラブ

経済統合の思想は、国際政治の二極化が進む中でアラブの交渉力を主張する

手段でもあったが、アラブ諸国民の生活水準を向上させる上でも有効な方法

と考えられた。その後のアラブ民族主義の台頭にも支えられて、アラブ地域

の経済統合はアラブ地域機構・アラブ連盟でも活発に議論され、多くの決議

がなされてきた。E Uを始めとする地域統合が経済的合理性追求の手段として

各地で活発な活動を展開しているのに比べると、アラブ地域の動きは鈍い。  

特に地理的優位性や有利な政治環境の展開という状況にありながらエジプ

トは経済統合に向けた中心勢力となり得ていない。現在、エジプトはさまざ

まな地域 FTA協定に加入している。 2004年発効の EUとの連合協定は、始動後

間もないこともあって成果を見るのは時期尚早といえる。しかし、 1997年、

1998年に相次いで加入した、中東アラブ地域における汎アラブ自由貿易地域

（ PAFTA） と 、 東 南 部 ア フ リ カ 諸 国 に 加 わ っ た 東 南 部 ア フ リ カ 共 同 市 場

（ COMESA）については加盟後一定期間が経過しており、現時点での有効性

と限界を検証して見ることは今後のエジプトの国際的な優位性を判断する上

で重要と思われる。  

まず、アラブ地域における経済統合の進展状況と進展を阻害してきた要因

を見る。次いで、エジプトにとってのアラブ地域との貿易関係の進展を見つ

つ、ほぼ同時期に加盟した C OMESAとの域内貿易の進展状況を概観する。エ
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ジプト側統計によると、域内貿易の規模としてはアラブ市場（ PAFTA）が東

南部アフリカ共同市場（ COMESA）を圧倒している。輸出市場としては前者

が約 15％を占めるのに対して後者は 1 .4％とほぼ十分の一の規模にとどまる。

しかし、 1 950年代からアラブ連盟の下で経済統合を目指してきたアラブ市場

と、 1998年に加盟したばかりの COMESA市場とを同一線上で論ずることはで

きない。 1 998年から 2002年の 5年間に前者における輸出が 1 1～ 15％、輸入が 5

～ 10％の範囲で低迷してきたのに対し、後者はシェアは小さいながら、輸出

は 1 .0％から 1 .4%へ、輸入は 0 .8％が 2 .4％へと着実に伸びてきている。  

PAFTAについては、 1950年代にアラブ連盟が結成されて以降、 1964年にエ

ジプトなど 5カ国が結成した「アラブ共同市場」、1981年のアラブ自由貿易圏

構想などがある。アラブ地域の経済統合が一向に進まなかった反省を踏まえ

て、「できるところから取り掛かっていく」という姿勢から 1997年に 14カ国

が参加して成立したのが PAFTA（汎アラブ自由貿易地域）である。 2007年に

おける相互間の関税撤廃を目指したが、 2003年に 2005年への前倒し実施が決

定され、本年 1月 1日からの 100％関税撤廃が決定された。  

まず、構想から 50年経った今、アラブ経済統合という計画がいまだに現実

というより夢の段階にあるという厳しい現実を認めるところから始めるべき

だ、と主張するのがアハマド・ガラールとヘクマン (Ga la l  and  Hoek man［ 2002］)

である。後発の EUはすでに統合が実現し、さらに水平、垂直に拡大を続けて

いる。域内内部から発露したアラブ経済統合の思想はいまや後退に後退を重

ね、GCC、AMU、アガディールグループといった域内下部グループの結束や、

近年では域内 2国間 FTAが活発に締結されるようになった。域内全体を網羅す

る PAFTAより、下部グループや 2国間の方がまとまりやすい、つまり利害の

調整が行いやすいところに理由があるように思える。また多国間の「浅い統

合」よりは「深い統合」を目指そうという動きでもある。 GCCにおける統合

進展はまさにその典型である。一義的には湾岸地域の安全保障という考えか

ら始まったにせよ、より狭い地域において抱える問題を共有していたことが

結束を容易にした。  
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第 1節  アラブ経済統合停滞の現実  

 

 アラブ経済統合は、 50年にも及ぶ長い協調努力の結果にもかかわらず達成

された成果は非常に少ない（注 1）。統合の停滞振りを示すためによく引用さ

れ る 表 が あ る （ 表 1） 。 急 速 に 域 内 貿 易 比 率 が 高 ま っ て い る NAFT Aや

MERCOSURに比べ PAFTAの比率は確かに停滞している。しかし、実はこの比

率は石油を含む総輸出に対する域内貿易の比率であり、ある意味では比率が

低いのは当然といえる。ファウジー（ Fawzy［ 2002］）は同時に、非石油輸

出の比率（グラフ）を示しているが、これによると 1972年から 1999年におけ

るシェアは 20～ 40％の範囲を変動している。NAFTAには及ばぬものの ASEAN、

MERCOSUR並みの比率を示している。  

 

表１．  各経済ブロックに見る域内貿易の進展 (％ )  

  1970  1975  1980  1985  1990  1995  1998  

PAFTA 5 .2  4 .9  4 .5  7 .8  9 .4  6 .7  8 .2  

ASEAN 19 .2  21 .3  22 .4  20 .7  20 .7  26 .4  22 .2  

MERCOSUR 9  na  12  6  9  20  22 .2  

APEC 58  na  58  68  68  72  70  

NAFTA 36  34 .6  33 .6  43 .9  41 .4  46 .2  51  

EU 59 .5  57 .7  60 .8  59 .2  65 .9  62 .4  56 .8  

出所： Fawzy［ 2002］              

 

ところが問題はこの比率が後退している点にある。 PAFTAの場合、域内貿

易の比率が上昇でなく後退している。ただ、この数値は PAFTAが結成された

時点（ 1998年）までのものであり、現状ではないとの指摘も可能だが、その

後の動きにも比率の飛躍的な改善は見られない。次項に掲げた、エジプトの
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PAFTA貿易の動き（ 1998～ 2002年）を見ても、その後、目覚しい成果が出て

いないことは明らかである。アラブ経済統合停滞には、様々な要因が研究者

から指摘されている。経済的要因、政治的要因に大別されるが、説得力に優

れた主たる指摘を整理すれば次のようなものである。  

 

 (1 )  経済的要因  

 ①  域内製品の相互補完性が低い。  

 ②  国数が多い割に地域の経済規模が小さい。  

 ③  経済制度や開発レベルに大きな差が存在する。  

 ④  地理的近接性のメリットが生かされていない。  

 ⑤  各国経済が高度に保護されている。  

 ⑥  非関税障壁が存在する。  

 ⑦  民間企業の活躍が不足している。  

 ⑧  ＰＡＦＴＡは商品貿易の自由化にとどまっている。  

 

なかでも重要な要因は次の 5点と思われる。まず第 1に域内における相互補

完性が統合を促すほどに成立していない点である。主要資源の賦存状況、天

候・気象条件が似通っていることを考えると、石油化学産業や肥料産業、エ

ネルギー多消費型のアルミ産業、など類似産業が競合的に設立されることは

当然の帰結と言える。さらにアラブ地域で最大の国内市場を有するエジプト

がアラブの団結を叫びながら、地域分散型よりも自己完結型の輸入代替産業

の育成を国家方針としたことから経済統合を追及するより、経済政策では自

国中心主義をとってきた。地域内分業体制や補完的産業が成立するためには、

そのための域内政策の調整と民間企業が動きやすくする環境整備が図られな

ければならない。少なくとも域内では外向きにならなければならないが、 80

年代以降、地域として団結して統合を推進する動きは見られなかった。  

さらに各国の輸出基盤が弱い（輸出品目が多様化していない）点も指摘さ

れている。 FTAにより貿易創出効果を狙うか、製品の差別化を工夫するが必
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要となろう。ただ、アラブ域内の下部グループ（サブリージョン）内におけ

る貿易比率が、域内全体よりも際立って高い点は注目すべきである (表 2)。地

理的位置と各国の生産基盤をベースに (1 )マグレブ、 (2 )GCC、 (3 )一部マシュ

レク、 (4 )その他諸国に 4分類し、アラブ域内におけるそれぞれの下部グルー

プ内貿易の流れを見ると、域内全体よりも活発である事実が指摘されている

（注 2）。これは、下部グループ内では貿易阻害要因が域内全体よりも少なく、

さらには下部グループ内でも輸出品目の比較優位が明確に存在するためだと

見ている。  

また、一部産業分野では、活発な域内貿易が実施されていることも知られ

ている。石油化学品、化学品、鉄鋼、などの製品であり、鉄鋼などでは生産

国間で貿易摩擦の発生も伝えられている。  

次に大きな問題と思われるのが、 PAFTA諸国間の経済規模や開発水準の格

差である。一人当たり国民所得には 2 0倍を超える差がある。あまりに格差が

大きいと、貧困国は周縁化により埋もれてしまうことを恐れるし、富裕国に

は統合負担の大きさに逡巡する気持ちが出る。政治的要因として、統合に伴

う犠牲を払う国・国民に対する補償制度が構築できていない点が挙げられて

いるが、まさに経済統合に伴う負担の分担に不平等が生じるという点である。 

第 3に、各国に手厚い国内産業保護政策・制度が存在することである。アラ

ブ地域が置かれている基本的な位置を示すため前述の Fawzy［ 2002］が引用

した指標が興味深い（表 3）。アラブ諸国の製品輸出比率が他地域に比べ明ら

かに低い事実は補完性の欠如にも関係する。税収に占める関税額の比率も目

立って高い。高関税により国内産業を保護すると同時に、歳入源としての関

税に政府が大きく依存している現実を示している。  
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表 2．下部グループ別アラブ域内貿易（輸出、％）  

A．  総輸出に占めるシェア  

  ア ラ ブ 諸 国

から  

マグレブ

から  

GCCから  マシュレク

から  

その他か

ら  

アラブ諸国  8 .2  4 .9  7 .7  22 .7  12 .5  

うちマグレブ  1 .4  3 .1  0 .6  3 .3  0 .0  

GCC 4 .6  0 .4  5 .5  10 .2  7 .5  

マシュレク  1 .8  1 .4  1 .2  8 .6  0 .1  

その他  0 .4  0 .0  0 .4  0 .6  4 .9  

B．アラブ向け輸出に占めるシェア  

アラブ諸国  100 .0  100 .0  100 .0  100 .0  100 .0  

うちマグレブ  16 .7  63 .2  7 .7  14 .7  0 .1  

GCC 56 .6  7 .6  71 .4  44 .9  59 .9  

マシュレク  21 .8  29 .1  15 .6  37 .7  0 .8  

その他  4 .9  0 .1  5 .2  2 .7  39 .3  

(注 )マグレブ：アルジェリア、リビア、モーリタニア、モロッコ、チュニジア  

G C C：バハレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア、 U A E  

マシュレク：エジプト、ヨルダン、レバノン、シリア、スーダン  

その他：ジブチ、ソマリア、イエメン  

（出所） Al-At rash  and  Yousef［ 2000 :5］  
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表 3．域内貿易阻害要因の地域別比較（ 1995－ 99年平均、％）  

  製品輸出比率  税収に占める関税額  失業率  

アラブ諸国  24  30  22  

EU 82  na  na  

NAFTA 75  2  6  

MERCOSUR 31  6  8  

ASEAN 66  15  4  

出所：World  Bank［ 2001］  

 

 第 4は、民間企業の活躍である。成功している地域ブロックでは民間企業の

活躍が著しい。重要な点は、民間企業が活躍できる環境が整っていることと

それを活用して経済を支える活発な民間企業が多数存在することである。ア

ラブ地域では全般的に、依然として経済に占める国家の役割が大きく、グロ

ーバルな視点と基準で動く民間企業の存在が希薄である。  

 最後に、 PAFTAの対象が商品貿易の自由化に協定の範囲が限定されており、

総合的な統合を目指す道筋が示されていない点である。確かに協定では貿易

自由化に関連した経済活動、つまり貿易関連サービスや科学・技術協力、貿

易政策の調整などについて加盟国が交渉することになっている。奨励されて

いるだけで、実施日程が示されているわけではない。「統合深化」が明示さ

れていない。これでは、サービス貿易や投資の自由化、労働移動の自由とい

った重要分野へ統合が広がって行くことは期待できない。  

 

 (2 )  政治的要因  

 ①  政治指導者が経済統合に前向きでない。  

 ②  統合の阻害要因を解決するための仕組みを構築できない。  

 ③  統合を促進する、域内で誰もが認めるリーダー的政治指導者が存在

しない。  
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 ④  統合に伴う犠牲を払う国・国民に対する補償制度が構築できていな

い。  

  

経済的要因のみならず、経済統合の推進には政治的要因が重要である。む

しろ、政治が主導的役割を果たさねば、経済統合が目標に向かって動いてい

かない点を多くの研究者が指摘している。  

 まず、アラブの政治指導者の特質である。アラブの政治指導者の多くは自

由選挙を経験していないため、経済統合に伴う利益を主張し、経済統合を推

進することで、自己の政治的立場を強化する必要性が低い。経済統合に前向

きな指導者が少ないことが指摘されている。さらに衆目が一致して認める域

内の政治リーダーが存在しない。かつてのナセル・エジプト大統領のような

地域の政治リーダーがいまのアラブ地域には欠けている。  

 リ ーダー不在は政治面のみならず経済・貿易面でも同じことが言える。

Hoek man  and  Messe r l i n［ 2002］や Fawzy［ 2002］等によると、アラブ域内貿

易の比率が大きな国は、アラブ諸国の貿易全体から見るとわずかなシェアし

か占めていない。逆に、域内貿易全体に大きなシェアを占める国にとっては

域内貿易の重要性は低い、という状況が生じている。つまり、貿易面で圧倒

的な地位を占めるリーダー国あるいはリーダーグループ国が存在しない。ア

ラブ域内を共同市場としてまとめて一つの共栄圏として成長を目指そうとす

る存在が欠如している。この点、独仏が主導して結束した EUとは基本的に異

なる環境にある。政治・経済両面で団結に向かって進もうとする推進力に欠

けているのである。  

 

第 2節  エジプトにとっての PAFTA 

 

エジプトの貿易統計を基に対 PAFTA貿易の状況を見ると、いくつかの事実

が確認できる（表 4）（表 5）。第１に PAFTAが成立した 1998年以降、 PAFTA

主要国との貿易は拡大している。しかし、エジプトの総輸出も同様に拡大し
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ており、 PAFTA輸出のシェアでみるとこの間、 2 002年に 15 .3％と大きな伸び

をしめしているのを除けば、ほぼ 12～ 15％の幅で推移しており、顕著な増加

とは言いがたい。  

第 2は、確かに PAFTA主要国に対するエジプトの輸出は伸びているが、これ

ら諸国とはサウジアラビアと UAEを除き二国間自由貿易協定を締結している。

1991年に協定が発効したシリア、リビアを除けば、 1998年にヨルダン、 199 9

年にレバノン、モロッコ、チュニジア、 2001年にイラクと二国間自由貿易協

定が PAFTA成立に時期を併せたかのように、それぞれ発効している。このた

め、輸出額の増加は PAFTAによるものか、二国間協定の恩恵によるものかは

即断できない。 PAFTAよりも二国間協定のほうが内容的には自由化が進んだ

内容になっているといわれることからすると、むしろ二国間関係が緊密化し

た結果と見るほうが自然であろう。  

第 3に主要輸出相手国について品目の多様化が進んでいる点が挙げられる。

表 6および表 7はこれら諸国へのエジプト統計に現れた品目数を示したもので

ある。カッコ内に記したのはこれら品目のうち 100万エジプト・ポンドを超え

る品目の数である。多様化が安定的に進展しているかを判断するひとつの材

料として貿易統計から算出したが、これら諸国については輸出品目数は拡大

しているものの、安定的に拡大しているとは言えない段階にある。とはいえ、

エジプトの輸出基盤に拡大が見られることは事実である。  

これらから判断すると、 PAFTA（あるいはアラブ諸国との二国間自由貿易

協定）がエジプトの域内貿易を飛躍的に高めたかという問いに対する答えは

否、である。飛躍的には高まっていないが、一応の成果は出したという状況

であろう。ではさらなる飛躍のための条件は何か。  

前項に掲げた域内経済統合停滞要因がそのまま当てはまるが、エジプトに

関してさらに言えば、以下の点が指摘できよう。  

 ①  輸出余力：エジプトの輸出相手国を見ると欧州と米国が最大の市場とな

っている。エジプトの輸出能力の主力はこの地域に向けられている。こ

れをアラブ域内にまで拡大するためには品目の質を落とすことなく、ア
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ラブ域内の需要に合わせ輸出能力を増大させなければならない。  

 ②  輸出制限品目の撤廃：アラブ域内貿易は PAFTA、二国間 FTAともに多く

の適用除外品目が設定されている。これらには競合品目も含まれるため

にセンシティブ品目となっているが、開放してみればかなりの部分は差

別化による相互取引ができる可能性を秘めていると考えられる。少なく

とも相互に貿易創出効果を期待できる。この点は国連の報告書でも指摘

されている（注 3）。  

 ③  外国投資の促進：エジプトの対外輸出の成功例を見てみると、エジプト

に進出した外資系企業による成功例が多い。品質、価格、技術面での競

争力を備えた輸出品を増やすためには外国企業の進出を促進すること

が重要なことは論を待たない。ドバイの例を挙げるまでもなく、外資企

業が進出しやすい環境を整備していく努力をさらに倍加させる必要が

ある。  

 ④  輸出基盤強化・内向き志向の打破：エジプトの輸出を拡大していくため

には、輸出企業育成により裾野を広げる必要がある。また国内市場優先

の姿勢を改め、周辺市場に目を向ける意識の改革も重要である。アラブ

域内市場が発展するには最大人口を擁するエジプトの動向が鍵を握る。 

 

アラブ域内貿易が歴史的に進まず、E Uや米国など域外国との貿易が主流と

なっているのは何故か。  

大きな要因のひとつは、ＥＵや米国（あるいは日本など）との貿易には一

定の生産品の「棲み分け」が成立していることにあると思われる。例えば欧

米市場に輸出されているエジプト産繊維品や欧州市場向け農産品は、一部特

恵措置があったとはいえ価格・品質面で競争力を持っており、一定の地位を

確保していると考えられる。欧米に輸出されている品目構成を見ると、馬鈴

薯や果実などの食糧品は別にすると、大半は、石油などの燃料、鉄鋼品やア

ルミインゴット、綿糸、綿布などの原材料・中間財である。米国には繊維の

最終製品が輸出されているが、主力は一次産品、原材料・中間財といえる。
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つまり先進国にはこれら中間的製品を輸出し、最終加工製品を輸入する。他

方、アフリカからは一次産品、原材料を輸入し、中間財・最終加工製品を輸

出しているというパターンである。一方、アラブ域内においては、類似の産

業を抱え、相互に国内産業を保護する姿勢が強いために域内における相互補

完体制が進まない状況が指摘できる。しかし石油化学品、化学品、鉄鋼、セ

メントなど一部製品については域内での取引が活発化しているのであり、域

内貿易拡大の可能性は非常に大きいと思われる。ESCWA報告書が指摘するよ

うに、まず域内で関税削減の適用除外にするのではなく競争を行い、競争力

をつける努力をするべきであろう。事実、繊維製品に対する特恵措置は本年 1

月 1日より撤廃されている。  

 

第 3節  エジプトと COMESA 

 

東南部アフリカにおいて特恵貿易地域協定（ PTA）が 1981年 12月に合意さ

れ、翌 1982年 9月に発効したが、東南部アフリカ共同市場（ COMESA）協定は

PTAを発展させたもので、 1994年 12月に調印された。エジプトは創設メンバ

ーではなく、1998年 5月に遅れて加盟した。地理的にもやや離れたエジプトが

参加を認められたことは、エジプトにとっても COMESAにとっても一種の衝

撃を伴う決定であった。  

エジプトにとっては、アフリカ市場は元来、大きな可能性を秘めた輸出市

場である。国営貿易会社である El  Nas r  Expor t  &  Impor t社がアフリカに 19ヵ所、

COMESA地域に 9ヵ所もの事務所を配置してアフリカ貿易に専心していたの

もエジプトの姿勢を反映している。エジプトのアフリカ貿易は、エジプト製

品の売り込みと同時にアフリカ諸国からの一次産品の買い付けが中心となっ

ている。これまで、エジプト産品の輸出市場というよりは後者の、エジプト

が必要とする原材料や農産品の買い付け先としての位置づけが大きく、収支

はエジプト側の大幅入超が続いてきた。  

COMESA加盟はエジプトの対アフリカ貿易の様相を大きく変えるものにな
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っている（表 8）（表 9）。 COMESA協定に定められた市場統合が必ずしも予

定通りの進展は見ていないものの、加盟 20カ国のうち 9ヵ国が関税率 100％削

減を実現している (注 4)。さらに 2004年には関税同盟となり、対外共通関税を

設定する予定であったが、実施が遅れている。  

輸入構造については加盟後もさほど大きな変化は見られない（注 5）が、輸

出面では加盟後、急増している。主要な輸出相手国としてはスーダンとケニ

アで、いまや COMESA域内貿易の進展はエジプトを加えた 3ヵ国が中核国とな

って展開されている。エジプトにとっては加盟効果が顕著に現れていると言

える。特に対ケニア貿易の拡大は目覚しい。図 1は COMESA中核 3カ国間貿易

の最近 5年間の拡大振りを示したものだが、エジプトの対ケニア輸出はこの間、

12 .1倍（ケニア側統計によると 9 .7倍）と顕著な拡大となっている。対 COMES A

主要国との輸出入品目数をみてもエジプトのこれら諸国への輸出の充実振り

は明らかで、ケニアについていえば、加盟前の 1997年に 11品目であったもの

が、 2002年には 69品目にまで増えた（注 6）。  

輸出品目の多様化と同時に、 100万エジプトポンドを超えた品目数も 2品目

から 13品目へ増大している。有望な輸出品目が着実に拡大しているわけであ

る。半面、輸入品目はこの間、17品目から 16品目へわずかながら減少（表 7）、

100万エジプトポンドを超えた品目も 5品目から 3品目に減少した。この間のケ

ニアからの輸入額が約 2倍に拡大しているのに、輸入品目（ケニア側にとって

は輸出品目）は広がっておらず、固定品目の輸入が継続されている状況を示

している。  

図 1に見る限り、COMESA貿易で大きな利益を得たのはエジプトおよびスー

ダンで、収支ベースではケニアの利益は比較的小さかった。ケニアにとって

も、エジプト加盟翌年の 1999年には加盟国中最大の輸入相手国となった。  

ケニアが典型的な例であるが、その他スーダン、エチオピアなども同様な

傾向を示している。特にエジプトの C OMESA貿易の特徴は、対アフリカ貿易

の特徴でもあるが、これら諸国から一次産品・原材料を輸入し、エジプトか

らは工業品を中心にして輸出を展開している点である。従って、エジプトが
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必要とする一次産品・原材料の種類が大きく変動することはなく、半面、輸

出される工業品の種類は多様化していく。輸入は単品輸入の色彩が強く、ケ

ニアの紅茶（ 98％）、マラウィのタバコ葉（ 9 7％）、ウガンダからは精製銅

陰極（ 90％）、エチオピアはゴマの種（ 63％）などとなっている。輸出品は

鉄鋼製品、タイヤ、セメント、医薬品、タイル、タオル、小麦粉、精米など

多様な加工品である。  

COMESA加入によって、まだエジプトの総輸出に占める比率はわずかだが、

アフリカ市場への足がかりを築いたといえる。伸びは特定国に集中している

ものの、今後、関税同盟が完成すれば、エジプトにとっては貿易創出、貿易

転換の両効果を期待できる市場である。ただ、同じアラブ地域の一員である

スーダンとは COMESAの加盟国同士ではあるが、関税撤廃が完全には実施さ

れておらず、別途の合意がなされている（注 7）。  

COMESA域内におけるエジプトの立場は突出している。エジプトの加盟が

なかった場合の「どんぐりの背比べ」的状態を考えると、大きな刺激になっ

たと言える。しばらくは一人勝ちの様相が続くと思われるが、それだけに、

今後のＣＯＭＥＳＡ全体の発展のためにリーダーとして貢献する姿勢が求め

られそうである。現在の貿易状況をみると、加盟国の輸出産業には大きな較

差があることは歴然としている。今後、共同市場として発展していくために

は、加盟国全部がなんらかの恩恵を享受できる仕組が必要である。将来の垂

直分業、水平分業に向けた協力が COMESAリーダー国・エジプトには必要で

あろう。  

 

おわりに  

 

エジプトの主要輸出市場はいうまでもなく欧州と米国である。E Uとは 200 4

年に連合協定が発効し、地中海自由貿易圏の仲間入りをした。段階的にＥＵ

製品のエジプト市場進出が進むことになり、エジプト産業は競争力強化問題

にいやおうなく直面する。輸出市場としては、石油などの燃料を除けば、米
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国市場の方が幅広くエジプト産品を受け入れてきたといえそうである。エジ

プト縫製品の主要市場であった米国だが、 2005年 1月 1日からはMFA（繊維多

国間取り決め）がWTO協定の下で廃止され、自由化された。米国市場でエジ

プト製品に対する優遇措置がなくなったわけである。  

その意味で、米国の中東に対する政治的意図とは関係なく、エジプトにと

っては今後、米国との自由貿易協定の締結が重要課題となる。欧州との自由

貿易圏にせよ、米国との FTA交渉にせよ、エジプト産業の競争力強化の必要

性は目前に迫っているわけである。協力協定から連合協定に至る過程でＥＵ

がエジプト産業への協力を強化しているのもこのためである。  

欧米市場ではさらに競争が厳しくなる中でさらなる拡大を目指すことにな

る。半面、中東とアフリカの域内市場は、大きな可能性を目前にして十分に

開拓が進んでいない市場といえる。これら市場ではエジプトのリーダーシッ

プが求められるとともに、自由化を率先的に実施して自国製品の開発能力・

競争力を向上させていく場でもある。  

本論は、エジプトにとってのアラブ市場とアフリカ市場の位置づけを FT A

の実施状況に合わせながら概観したものである。米国市場も FTAが締結され

れば新たな挑戦が必要とされよう。 2 004年 12月に米国、イスラエルとの間に

ＱＩＺ（対米輸出有資格工業ゾーン）の設置が合意されたのも、対米 F T Aに

向けた過渡的措置とも捉えられる。エジプト産品にとって重要かつ可能性を

秘めたこれらの輸出市場については引き続き、観察していく必要があろう。  
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【注】  

（注 1)  Fawzy [2002 :2]  

（注 2） Al-At rash  and  Yousef  [2000 :5]  

（注 3） ESCWA [2001:18-20]  

（参考）工業産品の適用除外品目数（ＰＡＦＴＡ、 1999年）  

国  品目数  内容  

ヨルダン  35  関税削減停止  

チュニジア  161  関税削減停止  

シリア  229  輸入禁止  

レバノン  41  関税削減停止  

エジプト  679  643品目は輸入禁止、その他

は関税削減停止  

モロッコ  804  関税削減停止  

(出所 )  上記 ESCWA報告書  

（注 4） 2005年 1月 1日現在、 1 00％実施を達成しているのは、エジプト、モー

リシャス、マダガスカル、ジンバブウェ、マラウィ、スーダン、ケニア、ジ

ブチ、ザンビアの９カ国。  

（注 5）別添表「対 COMESA主要国からの輸入品目数推移」参照。  

（注 6）エジプト国別貿易統計に掲載された品目数。  

（注 7）COMESAの枠組みのなかで、次のような合意が 2003年 7月になされた。  

  －砂糖、小麦粉、ジャム、綿糸など約 40種類のエジプト産品について関

税撤廃の対象外とする。  

  －綿織物など 5種類のスーダン産品について関税撤廃の対象外とする。  
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